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2　「住民自治組織」に関するアンケート　集計結果

［調査の概要］
調査対象 全 813 市区（790 市、23特別区）
調査期間 2015 年 8月 3日～ 8月 31日
調査方法 各市区宛てに調査票を郵便にて送付

回答は電子メールにて回収
回収率 444 市区（54.6％）

［調査における用語の定義］

1-1　「地域機関」
　自治体の区域内に複数設置され、住民の権利義務に関係する
何らかの行政機能や決定権限を付与された行政機関（自治体行
政機構の中に位置づけられたもの）をいう。ただし、「指定都市
の区」（地方自治法 252 条の 20）を除く。

1-2　「支所等」
　地方自治法 155 条 1 項に基づく「支所」及び「出張所」、地
方自治法 202 条の 4もしくは合併特例法 23 条に基づく「地域
自治区」のいずれかに該当する「地域機関」をいう。

1-3　「その他の地域機関」
　「地域機関」のうち、「支所等」に該当しないすべての機関を
いう。

2-1　「地縁型住民自治組織」
　自治会・町内会など、比較的狭い区域で、住民相互の親睦や
地域課題に取り組むために組織された任意の団体及びその連合
会等をいう。

2-2　「協議会型住民自治組織」
　自治会・町内会、ボランティア団体、NPO、PTA、企業等の
多様な主体による、地域課題の解決のための組織をいう。
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［集計結果］

1　「地縁型住民自治組織」について

Q1　貴市では、その区域内で活動する地縁型住民自治組織があ
りますか。あてはまるものを一つお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ ある 225 97.8% 213 99.5% 438 98.6%
２ ない 4 1.7% 1 0.5% 5 1.1%
無回答 1 0.4% 0 0.0% 1 0.2%

SQ1　貴市では、地縁型住民自治組織の活動を支援する部署を
どのような場所に設置していますか。あてはまるものをすべて
お選びください。

選択肢
合併自治体
（n=225）

非合併自治体
（n=213）

計
（n=438）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 本庁舎に、総合的な担当窓口を設
置している 167 74.2% 155 72.8% 322 73.5%

２「支所等」に、総合的な担当窓口を
設置している 64 28.4% 20 9.4% 84 19.2%

３
「その他の地域機関」（公民館・コ
ミュニティセンター等）に総合的
な担当窓口を設置している

25 11.1% 16 7.5% 41 9.4%

４
総合的な担当窓口は設置しておら
ず、案件に応じて個別に担当課が
対応している

46 20.4% 54 25.4% 100 22.8%

５ その他 12 5.3% 10 4.7% 22 5.0%
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SQ2　地縁型住民自治組織は、どのような活動を行っています
か。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=225）

非合併自治体
（n=213）

計
（n=438）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 地域に関する各種計画の策定への
参加 98 43.6% 84 39.4% 182 41.6%

２ 地域のまちづくりへの参加 169 75.1% 169 79.3% 338 77.2%
３ 地域のまちづくりに関する政策提案 68 30.2% 58 27.2% 126 28.8%
４ 集会施設等の運営計画づくり 125 55.6% 136 63.8% 261 59.6%
５ 集会施設等の維持管理 216 96.0% 195 91.5% 411 93.8%
６ 生活道路、街路灯等の維持管理 168 74.7% 152 71.4% 320 73.1%
７ 地域の環境美化、清掃活動 218 96.9% 203 95.3% 421 96.1%
８ 環境保全・リサイクル活動 185 82.2% 183 85.9% 368 84.0%
９ 地域の防災活動 212 94.2% 205 96.2% 417 95.2%
10 地域の防犯活動 202 89.8% 196 92.0% 398 90.9%
11 高齢者福祉・介護に関する活動 144 64.0% 156 73.2% 300 68.5%
12 児童福祉・子育て支援に関する活動 117 52.0% 131 61.5% 248 56.6%
13 学校教育支援に関する活動 94 41.8% 109 51.2% 203 46.3%

14 コミュニティバスの運行、送迎サービ
ス等の地域公共交通に関する活動 22 9.8% 25 11.7% 47 10.7%

15 盆踊り、お祭り等の親睦行事の開催 216 96.0% 206 96.7% 422 96.3%
16 スポーツ・レクリエーション活動 193 85.8% 190 89.2% 383 87.4%
17 芸術・文化活動 133 59.1% 132 62.0% 265 60.5%

18 住民相互の連絡（回覧板、会報の
回付等） 215 95.6% 205 96.2% 420 95.9%

19 行政機関・議会に対する要望、陳
情等 188 83.6% 180 84.5% 368 84.0%

20 行政からの連絡事項の伝達（広報
誌の回付等） 201 89.3% 190 89.2% 391 89.3%

21 地域内で活動する諸団体に対する
支援 136 60.4% 125 58.7% 261 59.6%

22 地域の公共的な活動に関する事業
公募 13 5.8% 18 8.5% 31 7.1%

23 その他 7 3.1% 15 7.0% 22 5.0%
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SQ3　地縁型住民自治組織の活動資金には、どのようなものが
ありますか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=225）

非合併自治体
（n=213）

計
（n=438）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 会費収入 213 94.7% 202 94.8% 415 94.7%
２ 寄附金収入 95 42.2% 117 54.9% 212 48.4%
３ 貴市からの助成金・一括交付金等 166 73.8% 172 80.8% 338 77.2%
４ 都道府県からの助成金等 19 8.4% 29 13.6% 48 11.0%
５ 貴市からの業務委託収入 87 38.7% 86 40.4% 173 39.5%
６ 都道府県からの業務委託収入 9 4.0% 3 1.4% 12 2.7%
７ 指定管理者としての委託料の収入 28 12.4% 24 11.3% 52 11.9%

８ 指定管理者としての利用料金等の
収入 18 8.0% 16 7.5% 34 7.8%

９ 上記以外の独自の事業（コミュニ
ティビジネス等）からの収入 20 8.9% 29 13.6% 49 11.2%

10 把握していない 29 12.9% 18 8.5% 47 10.7%
11 その他 22 9.8% 21 9.9% 43 9.8%

SQ4　地縁型住民自治組織の活動が活発になっていると感じて
いますか。あてはまるものを一つお選びのうえ、その理由を下
欄にご記入ください。
注：�「平成の合併」を行っていない場合は 10 年前（2005 年 4 月 1日時点）、「平成

の合併」を行った場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）
からの変化についてご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=225）

非合併自治体
（n=213）

計
（n=438）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 活動が活発になってきている 13 5.8% 8 3.8% 21 4.8%

２ 活動が活発になっている地域と、
低調になっている地域の両方がある 118 52.4% 120 56.3% 238 54.3%

３ 活動が低調になってきている 41 18.2% 50 23.5% 91 20.8%
４ 活動に特に変化はない 52 23.1% 33 15.5% 85 19.4%
無回答 1 0.4% 2 0.9% 3 0.7%
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（自由記述の主な内容）
○「活動が活発になってきている」を選択した理由
・　町内会活動において若者の参加増や、新規取組みが見受けられる。
・　�「地域のことは自らが考え行動する」という考え方が徐々に浸透し始め、住民自治組織が

地域の発展や課題解決に向けて、様々な活動に取り組むようになった。
・　�自主防災組織設置など、地域防災や子ども・お年寄りの見守り活動への意識が高まってい

る。
・　地域課題を話し合う「地域づくり協議会」が発足し、地域について向き合う時間が増えた。

○「活発になっている地域と低調になっている地域の両方がある」を選択した理由
・　�振興住宅地や中心市街地は若い方の力や加入者も多く活発であるが、そうでない場合は高

齢化や住民の減少等により、低調となっているように思われる。
・　活動に関わる人のやる気の違いや人口減少により、地域により差が出てきている。
・　�合併から年数が経過するにつれて、実施事業の増加や組織の高齢化による人材不足等によ

り地域間により活動の差異が生じている。
・　�昔からの結束が強い地域、特に中山間地域は、地域の課題意識が強く、共助の活動など、

自発的な活動が活発化している。一方で、街部の組織や新興住宅地などは、新旧住民の交
流不足、若年層の地域活動への参加不足といった問題があり、活動が低調している。

○「活動が低調になってきている」を選択した理由
・　少子高齢化に伴い、役員のなり手不足等により事業を縮小せざるを得ない状況であるため。
・　町内会・自治会等からの脱退、未加入、未組織化が顕著になっているため。
・　�住民の帰属意識の低下や、ライフスタイルの変化にともない、地縁組織型組織の運営に係

る財源、人材等の確保が難しくなってきている。
・　マンションやアパートの住民など地縁団体への不参加者は増加している。

○「活動に特に変化はない」を選択した理由
・　�人口減少や少子高齢化の進行に伴って、地域活動への参加者の確保自体が難しくなってき

ている中にあっても、創意工夫しながら活動を維持しているものと認識している。
・　地域活動に対する意識が変わっていない。
・　�活動に特に変化はないがリーダー的存在の高齢化や若い世代の地域との関わりの希薄化、

担い手不足などの問題が生じている。
・　自治会加入率は減少傾向だが、加入世帯数はほぼ横ばい。
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2　「協議会型住民自治組織」の設置状況について

Q2　貴市では、その区域内で活動する協議会型住民自治組織が
ありますか。あてはまるものを一つお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ ある 143 62.2% 118 55.1% 261 58.8%
２ ない 87 37.8% 96 44.9% 183 41.2%
無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

SQ　貴市における協議会型住民自治組織の法的性格はどのよう
なものですか。あてはまるものをすべてお選びのうえ、団体数
と初めて組織が設立された時期を下欄にご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=143）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=261）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１
地方自治法第 202条の 4に基づく
地域自治区の地域協議会 8 5.6% 0 0.0% 8 3.1%

（平均団体数） (14.5) （�-�） (14.5)

２
合併特例法第 23条に基づく地域自
治区の地域協議会 6 4.2% 0 0.0% 6 2.3%

（平均団体数） (2.2) （�-�） (2.2)

３
地方自治法第 252 条の 20 第 6 項
に基づく区地域協議会 2 1.4% 0 0.0% 2 0.8%

（平均団体数） (8.0) （�-�） (8.0)

４
貴市の条例に基づく協議会型住民自治組織 32 22.4% 22 18.6% 54 20.7%

（平均団体数） (18.0) (8.7) (14.2)

５
貴市の規則や要綱に基づく協議会
型住民自治組織 31 21.7% 28 23.7% 59 22.6%

（平均団体数） (19.7) (4.8) (12.6)

６

条例・規則・要綱では定めていないが、
総合計画等で位置づけられている協議
会型住民自治組織

18 12.6% 22 18.6% 40 15.3%

（平均団体数） (15.7) (6.4) (10.6)

７

条例・規則・要綱では定めていないが、
予算措置で位置づけられている協議
会型住民自治組織

22 15.4% 18 15.3% 40 15.3%

（平均団体数） (22.3) (4.3) (14.2)

８ 上記のほか、自主的に設立されてい
る協議会型住民自治組織 50 35.0% 41 34.7% 91 34.9%

（平均団体数） (23.6) (34.0) (28.3)
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（1）「法定の協議会型住民自治組織」の現状について

Q3　「法定の協議会型住民自治組織」の構成員の選出方法はど
のようなものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
計

（n=16）
回答数 割合

１ 構成員のすべてを公募している 0 0.0%
２ 構成員の一部を公募している 13 81.3%
３ 公募を行っていない 1 6.3%
４ その他 1 6.3%

Q4　「法定の協議会型住民自治組織」は、どのような団体ある
いはその構成員によって構成されていますか。あてはまるもの
をすべてお選びください。

選択肢
計

（n=16）
回答数 割合

１ 自治会・町内会などの地縁型住民自治組織
及びその連合会組織 12 75.0%

２ 地域で活動するNPO 5 31.3%
３ ボランティア団体 7 43.8%

４ 地区民生委員・児童委員協議会または民生
委員・児童委員 9 56.3%

５ 地区社会福祉協議会、校区福祉委員会などの
社会福祉協議会の地域別組織 9 56.3%

６ 消防団 7 43.8%
７ 交通安全協会 4 25.0%

８ 青少年育成協会等の青少年健全育成関係の
行政委嘱委員の団体 6 37.5%

９ 老人クラブ 6 37.5%
10 地域婦人会・女性会等の女性団体 9 56.3%
11 学校長・副校長 1 6.3%
12 PTA 11 68.8%
13 地元企業 4 25.0%
14 地元商店会 5 31.3%
15 商工会・商工会議所・青年会議所 12 75.0%
16 農協・漁協等の農林水産業団体 11 68.8%
17 市議会議員 0 0.0%
18 学識者 12 75.0%
19 公募住民 14 87.5%
20 その他 8 50.0%

（その他の主な内容）
・　�福祉・医療関係団体、観光協会、公民館、財産区、保育園の

保護者、文化・スポーツ団体、コミュニティセンター長、環
境関係団体、土木委員など
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Q5　「法定の協議会型住民自治組織」の審議事項として、法令
に規定されている事項以外に、条例・規約でどのようなものを
規定していますか。あてはまるものをすべてお選びください。
注：�地域協議会や区地域協議会については、地方自治法 202 条の 7第 2 項の「条

例で定める市長村の施策に関する重要事項」を、合併特例区協議会については、
合併特例法 38条 2項の「規約で定める合併市町村の施策に関する重要事項」の
内容についてご回答ください。

選択肢
計

（n=16）
回答数 割合

１ 総合計画の策定に関する事項 10 62.5%
２ 地域に関わる各種計画の策定に関する事項 11 68.8%

３ 地域に関わる重要な条例の制定・改廃に関
する事項 3 18.8%

４ 地域内の重要な公共施設の新設・廃止に関
する事項 10 62.5%

５「法定の協議会型住民自治組織」に関する制
度の見直しに関する事項 4 25.0%

６ 法令に規定されている事項以外は、特に規
定していない 1 6.3%

７ その他 9 56.3%

（その他の主な内容）
・　�新市建設計画の変更に関する事項
・　市の基本構想の策定及び変更に関する事項
・　地域活動団体へ補助金交付に関する審査
・　特色ある区づくり予算に係る事業の企画立案
・　地域内の公の施設の管理のあり方に関する事項
・　合併協議会における協議事項
・　大規模な組織改編に関する事項
・　地域自治区の統合・分割に関する事項
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選択肢
計

（n=16）
回答数 割合

①「協議会型住民自治組織」に対する諮問の件数

１ 増加傾向にある 1 6.3%
２ ほぼ横ばいである 11 68.8%
３ 減少傾向にある 3 18.8%
②「協議会型住民自治組織」の自主的な審議の件数

１ 増加傾向にある 2 12.5%
２ ほぼ横ばいである 10 62.5%
３ 減少傾向にある 3 18.8%

Q6　「法定の協議会型住民自治組織」に対する諮問や、自主的
な審議の件数に変化はありますか。あてはまるものを一つお選
びください。
注：�法定の「協議会型住民自治組織」を 2005 年 3 月 31 日以前に設置した場合は

10 年前（2005 年 4 月 1日時点）から、2005 年 4 月 1日以降に設置した場合
は設置時点からの変化についてご記入ください。

選択肢
計

（n=16）
回答数 割合

１ 地域に関係する自治体の予算を提案
する権限 4 25.0%

２
地域で活動する団体・個人に対する
助成金等の使途や交付先の決定に関
する権限

3 18.8%

３ 地域における公共サービスの実施や
その方法に関して提案する権限 2 12.5%

４ 特定の権限は付与していない 6 37.5%
５ その他 2 12.5%

Q7　貴市では、Q5の審議に関する権限以外に、「法定の協議会
型住民自治組織」に対してどのような権限を付与していますか。
あてはまるものをすべてお選びください。
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選択肢
計

（n=16）
回答数 割合

１
「法定の協議会型住民自治組織」と同じ区域
に、「独自の協議会型住民自治組織」が設置
されている

3 18.8%

２
「法定の協議会型住民自治組織」とは異なる
区域に、「独自の協議会型住民自治組織」が
設置されている

4 25.0%

３
「独自の協議会型住民自治組織」は設置されて
いない（「法定の協議会型住民自治組織」のも
とで、地縁型住民自治組織や諸団体が連携し
て活動している）

6 37.5%

４ その他 2 12.5%
無回答 1 6.3%

Q8　貴市では、「法定の協議会型住民自治組織」のもとで、地
域におけるまちづくりを実践していくために、別途「独自の協
議会型住民自治組織」が設置されていますか。あてはまるもの
を一つお選びください。

選択肢
計

（n=16）
回答数 割合

１ 活動が活発になってきている 3 18.8%

２ 活動が活発になっている地域と、低調になっ
ている地域の両方がある 3 18.8%

３ 活動が低調になってきている 0 0.0%
４ 活動に特に変化はない 8 50.0%
無回答 2 12.5%

○「活動が活発になってきている」を選択した理由
　・　�各区自治協議会が部会を設けて自主的に地域課題について議論している。
　・　�条例で規定された委員会制度を活用し、深く議論をする区協議会が増えた。
○「�活発になっている地域と低調になっている地域の両方がある」を選択した理由
　・　委員の任期が2年であり、交代が頻繁に行われる。
○「活動に特に変化はない」を選択した理由
　・　合併以降、毎年複数回開催されている。

Q9　「法定の協議会型住民自治組織」の活動が活発になってい
ると感じていますか。あてはまるものを一つお選びのうえ、そ
の理由を下欄にご記入ください。
注：�「法定の協議会型住民自治組織」を 2005 年 3月 31 日以前に設置した場合は 10

年前（2005 年 4月 1日時点）から、2005 年 4月 1日以降に設置した場合は設
置時点からの変化についてご記入ください。
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（2）「独自の協議会型住民自治組織」の現状について

Q10　「独自の協議会型住民自治組織」は、どのような法人格を
有していますか。あてはまるものをすべてお選びのうえ、団体
数を下欄にご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１
認可地縁団体 13 9.3% 9 7.6% 22 8.5%

（平均団体数） (1.7) (3.5) (2.4)

２
ＮＰＯ法人 14 10.0% 9 7.6% 23 8.9%

（平均団体数） (1.0) (47.0) (19.0)

３
株式会社 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

（平均団体数） （�-�） （�-�） （�-�）

４
公益社団法人 0 0.0% 1 0.8% 1 0.4%

（平均団体数） （�-�） (1.0) (1.0)

５
一般社団法人 1 0.7% 4 3.4% 5 1.9%

（平均団体数） (1.0) (1.0) (1.0)

６
協同組合 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

（平均団体数） （�-�） （�-�） （�-�）

７
法人格を有していない 132 94.3% 113 95.8% 245 95.0%

（平均団体数） (19.8) (18.0) (18.9)

８
その他 7 5.0% 4 3.4% 11 4.3%

（平均団体数） (47.0) (11.0) (33.9)

Q11　「独自の協議会型住民自治組織」の設置単位はどのような
ものですか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 小学校区程度 90 64.3% 71 60.2% 161 62.4%
２ 中学校区程度 25 17.9% 15 12.7% 40 15.5%
３ 平成の合併時の旧市町村単位 31 22.1% 0 0.0% 31 12.0%
４ その他 38 27.1% 42 35.6% 80 31.0%

（その他の主な事項）
・　2つの中学校区程度に1つの組織を設置している。
・　昭和の合併時の旧市町村
・　公民館区、特別出張所の管轄地域単位、地区社会福祉協議会単位など
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Q13　「独自の協議会型住民自治組織」の構成員の選出方法を条
例等で定めていますか。あてはまるものをすべてお選びくださ
い。

Q12　貴市では、「独自の協議会型住民自治組織」の活動を支援
する部署をどのような場所に設置していますか。あてはまるも
のをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 本庁舎に、総合的な担当窓口を設
置している 106 75.7% 94 79.7% 200 77.5%

２「支所等」に、総合的な担当窓口を
設置している 49 35.0% 16 13.6% 65 25.2%

３
「その他の地域機関」（公民館・コ
ミュニティセンター等）に総合的
な担当窓口を設置している

36 25.7% 21 17.8% 57 22.1%

４
総合的な担当窓口は設置しておら
ず、案件に応じて個別に担当課が
対応している

18 12.9% 14 11.9% 32 12.4%

５ その他 5 3.6% 4 3.4% 9 3.5%

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 条例で構成員の選出方法を定めて
いる 7 5.0% 3 2.5% 10 3.9%

２ 規則や要綱で構成員の選出方法を
定めている 13 9.3% 12 10.2% 25 9.7%

３ 団体ごとに規約等で構成員の選出
方法を定めている 119 85.0% 92 78.0% 211 81.8%

４ その他 4 2.9% 18 15.3% 22 8.5%
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選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 自治会・町内会などの地縁型住民
自治組織及びその連合会組織 131 93.6% 113 95.8% 244 94.6%

２ 地域で活動するNPO 59 42.1% 49 41.5% 108 41.9%
３ ボランティア団体 73 52.1% 58 49.2% 131 50.8%

４ 地区民生委員・児童委員協議会ま
たは民生委員・児童委員 100 71.4% 81 68.6% 181 70.2%

５
地区社会福祉協議会、校区福祉委
員会などの社会福祉協議会の地域
別組織

82 58.6% 58 49.2% 140 54.3%

６ 消防団 88 62.9% 65 55.1% 153 59.3%
７ 交通安全協会 65 46.4% 32 27.1% 97 37.6%

８ 青少年育成協会等の青少年健全育
成関係の行政委嘱委員の団体 76 54.3% 61 51.7% 137 53.1%

９ 老人クラブ 99 70.7% 78 66.1% 177 68.6%
10 地域婦人会・女性会等の女性団体 100 71.4% 65 55.1% 165 64.0%
11 学校長・副校長 57 40.7% 52 44.1% 109 42.2%
12 PTA 94 67.1% 76 64.4% 170 65.9%
13 地元企業 39 27.9% 25 21.2% 64 24.8%
14 地元商店会 40 28.6% 43 36.4% 83 32.2%
15 商工会・商工会議所・青年会議所 38 27.1% 19 16.1% 57 22.1%
16 農協・漁協等の農林水産業団体 46 32.9% 21 17.8% 67 26.0%
17 市議会議員 36 25.7% 34 28.8% 70 27.1%
18 学識者 33 23.6% 17 14.4% 50 19.4%
19 公募住民 32 22.9% 24 20.3% 56 21.7%
20 その他 38 27.1% 36 30.5% 74 28.7%

（その他の主な内容）
・　区域に居住する住民すべてがメンバーであると位置づけている。
・　�郵便局等の公的機関、観光協会、医師会、神社総代会、自主防災会、防犯協会、体育協会、

鉄道会社など

Q14　「独自の協議会型住民自治組織」は、どのような団体ある
いはその構成員によって構成されていますか。あてはまるもの
をすべてお選びください。
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Q15　貴市では、「独自の協議会型住民自治組織」に対してどの
ような権限を付与していますか。あてはまるものをすべてお選
びください。

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 自治体に政策案を提案し、または
地域の意見を表明する権限 21 15.0% 17 14.4% 38 14.7%

２ 地域に係る予算を提案する権限 3 2.1% 3 2.5% 6 2.3%

３
地域で活動する団体・個人に対す
る助成金等の使途や交付先の決定
に関する権限

25 17.9% 11 9.3% 36 14.0%

４ 地域における公共サービスの実施
やその方法に関して提案する権限 7 5.0% 10 8.5% 17 6.6%

５ 特定の権限は付与していない 95 67.9% 86 72.9% 181 70.2%
６ その他 9 6.4% 7 5.9% 16 6.2%

SQ　「独自の協議会型住民自治組織」は、どのような事項につ
いて、政策案を提案し、または地域の意見を表明する権限を有
していますか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=21）

非合併自治体
（n=17）

計
（n=38）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 当該地域を所管する「地域機関」
の事務に関する事項 3 14.3% 2 11.8% 5 13.2%

２ 当該地域の区域に関わる事務に関
する事項 8 38.1% 6 35.3% 14 36.8%

３ 貴市と地域住民との連携の強化に
関する事項 12 57.1% 12 70.6% 24 63.2%

４ 総合計画の策定に関する事項 7 33.3% 3 17.6% 10 26.3%

５ 地域に関わる各種計画の策定に関
する事項 13 61.9% 7 41.2% 20 52.6%

６ 地域に関わる重要な条例の制定・
改廃に関する事項 2 9.5% 1 5.9% 3 7.9%

７ 地域内の重要な公共施設の新設・
廃止に関する事項 6 28.6% 3 17.6% 9 23.7%

８「独自の協議会型住民自治組織」に
係る制度の見直しに関する事項 5 23.8% 2 11.8% 7 18.4%

９ その他 0 0.0% 3 17.6% 3 7.9%
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Q16　「独自の協議会型住民自治組織」は、どのような活動を行っ
ていますか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 地域に関する各種計画の策定への
参加 75 53.6% 39 33.1% 114 44.2%

２ 地域のまちづくりへの参加 117 83.6% 92 78.0% 209 81.0%
３ 地域のまちづくりに関する政策提案 68 48.6% 49 41.5% 117 45.3%
４ 集会施設等の運営計画づくり 38 27.1% 29 24.6% 67 26.0%
５ 集会施設等の維持管理 56 40.0% 36 30.5% 92 35.7%
６ 生活道路、街路灯等の維持管理 43 30.7% 19 16.1% 62 24.0%
７ 地域の環境美化、清掃活動 109 77.9% 92 78.0% 201 77.9%
８ 環境保全・リサイクル活動 92 65.7% 69 58.5% 161 62.4%
９ 地域の防災活動 107 76.4% 90 76.3% 197 76.4%
10 地域の防犯活動 109 77.9% 89 75.4% 198 76.7%
11 高齢者福祉・介護に関する活動 93 66.4% 80 67.8% 173 67.1%
12 児童福祉・子育て支援に関する活動 84 60.0% 72 61.0% 156 60.5%
13 学校教育支援に関する活動 70 50.0% 62 52.5% 132 51.2%

14 コミュニティバスの運行、送迎サービ
ス等の地域公共交通に関する活動 33 23.6% 11 9.3% 44 17.1%

15 盆踊り、お祭り等の親睦行事の開催 115 82.1% 81 68.6% 196 76.0%
16 スポーツ・レクリエーション活動 113 80.7% 86 72.9% 199 77.1%
17 芸術・文化活動 101 72.1% 78 66.1% 179 69.4%

18 住民相互の連絡（回覧板、会報の
回付等） 58 41.4% 51 43.2% 109 42.2%

19 行政機関・議会に対する要望、陳
情等 63 45.0% 44 37.3% 107 41.5%

20 行政からの連絡事項の伝達（広報
誌の回付等） 39 27.9% 26 22.0% 65 25.2%

21 地域内で活動する諸団体に対する
支援 86 61.4% 55 46.6% 65 25.2%

22 地域の公共的な活動に関する事業
公募 10 7.1% 6 5.1% 18 7.0%

23 その他 12 8.6% 14 11.9% 26 10.1%
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Q17　「独自の協議会型住民自治組織」の活動資金には、どのよ
うなものがありますか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 会費収入 81 57.9% 47 39.8% 128 49.6%
２ 構成団体からの分担金 63 45.0% 42 35.6% 105 40.7%
３ 寄附金収入 59 42.1% 46 39.0% 105 40.7%
４ 貴市からの助成金・一括交付金等 117 83.6% 98 83.1% 215 83.3%
５ 都道府県からの助成金等 18 12.9% 13 11.0% 31 12.0%
６ 貴市からの業務委託収入 42 30.0% 20 16.9% 62 24.0%
７ 都道府県からの業務委託収入 9 6.4% 3 2.5% 12 4.7%
８ 指定管理者としての委託料の収入 35 25.0% 18 15.3% 53 20.5%

９ 指定管理者としての利用料金等の
収入 22 15.7% 9 7.6% 31 12.0%

10 上記以外の独自の事業（コミュニ
ティビジネス等）からの収入 42 30.0% 30 25.4% 72 27.9%

11 把握していない 6 4.3% 6 5.1% 12 4.7%
12 その他 13 9.3% 17 14.4% 30 11.6%

Q18　「独自の協議会型住民自治組織」の活動が活発になってい
ると感じていますか。あてはまるものを一つお選びのうえ、そ
の理由を下欄にご記入ください。
注：�「平成の合併」を行っていない場合は 10 年前（2005 年 4 月 1日時点）、「平成

の合併」を行った場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）
からの変化についてご記入ください。なお、「独自の協議会型住民自治組織」が
2005 年 4月 1日以降（合併を行った場合は合併期日以降）に設置された場合は、
「独自の協議会型住民自治組織」の設置時点からの変化についてご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=140）

非合併自治体
（n=118）

計
（n=258）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 活動が活発になってきている 62 44.3% 49 41.5% 111 43.0%

２
活動が活発になっている地域と、
低調になっている地域の両方があ
る

50 35.7% 32 27.1% 82 31.8%

３ 活動が低調になってきている 4 2.9% 6 5.1% 10 3.9%
４ 活動に特に変化はない 23 16.4% 31 26.3% 54 20.9%
無回答 1 0.7% 0 0.0% 1 0.4%
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○「活動が活発になってきている」を選択した理由
・　�東日本大震災による防災意識の向上と地域交付金活用による地域活動への取組みが

大きいと考えられる。
・　活動実績を積みながら徐々に活動範囲が広がっている。
・　�行政機関への要望にとどまらず、地域のまちづくりについて、積極的な議論がされ

るようになってきている。
・　�活動をスタートして 3年目であり、役員を始めとする構成員の士気が高い状況にあ

る。

○「活発になっている地域と低調になっている地域の両方がある」を選択した理由
・　�リーダーシップがとれている地域は活発。既存の地縁型の団体は、地域自治組織の

活動は低調。
・　�新たに協議会を設立するなどといった動きはあるが、既存の団体で抱えている問題

として、事業を展開する際の資金面及び人材面において不安を抱えている団体も少
なくはない。

・　�多様な担い手の下、活動範囲を広げている協議会と、なかなか活動の担い手が地区
内に広まらず、活動が固定化している協議会が見られる。

・　協議会によって事業への参加人数、会議開催数などにばらつきがある。

○「活動が低調になってきている」を選択した理由
・　少子高齢化が進み、地域活動の担い手不足が影響している。
・　役員の高齢化・固定化が原因と思われる。
・　�参加者の減少により活動の現状維持が精一杯の地域や低調になってきている地域が

ある。
・　�住民の価値観、生活スタイルの多様化により、協議会の各種構成団体への参加率が

減少しており、本市の各協議会へのアンケート調査でも、各種活動への参加者の確
保が課題となっているとの回答が多かったため、活動が低調になってきているので
はないかと感じる。

○「活動に特に変化はない」を選択した理由
・　1年を通して、各団体が行っている活動内容に変化がない。
・　組織が整ってから 10年以上経過し、運営的には安定している。
・　市の付属機関として、設置目的のとおり活動している。
・　�元来活発だった地域は現在も活発であり、もともと低調だった地域は現在も低調で

ある。
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3　地域における参加・協働の現状について

Q19　貴市では、地域に関する計画を策定していますか。あて
はまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 総合計画の地域別計画 45 12.6% 34 15.9% 79 17.8%

２ 都市計画マスタープランの地域別
計画 93 40.4% 92 43.0% 185 41.7%

３ 都市計画法に規定される地区計画 65 28.3% 79 36.9% 144 32.4%
４ 地域福祉計画の地域別計画 29 12.6% 24 11.2% 53 11.9%

５ 高齢者福祉・介護に関する個別計
画の地域別計画 19 8.3% 12 5.6% 31 7.0%

６ 児童福祉・子育て支援に関する個
別計画の地域別計画 18 7.8% 17 7.9% 35 7.9%

７ 医療・保健に関する個別計画の地
域別計画 10 4.3% 11 5.1% 21 4.7%

８ スポーツ・文化に関する個別計画
の地域別計画 10 4.3% 7 3.3% 17 3.8%

９ 教育に関する個別計画の地域別計画 8 3.5% 5 2.3% 13 2.9%

10 道路・交通に関する個別計画の地
域別計画 19 8.3% 15 7.0% 34 7.7%

11 産業振興に関する個別計画の地域
別計画 7 3.0% 9 4.2% 16 3.6%

12 防災に関する個別計画の地域別計画 23 10.0% 18 8.4% 41 9.2%
13 環境に関する個別計画の地域別計画 22 9.6% 13 6.1% 35 7.9%

14 農林水産業に関する個別計画の地
域別計画 23 10.0% 14 6.5% 37 8.3%

15 当該地域の振興やコミュニティの
活性化等に関する計画 41 17.8% 11 5.1% 52 11.7%

16 その他の計画 21 9.1% 12 5.6% 33 7.4%
17 地域に関する計画を策定していない 72 31.3% 70 32.7% 142 32.0%
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SQ　地域に関する計画を策定する際に、地縁型住民自治組織や
協議会型住民自治組織はどのように関わっていますか。あては
まるものをすべてお選びのうえ、下欄にQ19の選択肢番号をご
記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=158）

非合併自治体
（n=144）

計
（n=302）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 住民自治組織が計画の策定主体と
なっている 48 30.4% 23 16.0% 71 23.5%

２
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

70 44.3% 75 52.1% 145 48.0%

３
別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

63 39.9% 52 36.1% 115 38.1%

４ 住民自治組織は策定に関わってい
ない 59 37.3% 57 39.6% 116 38.4%

［計画別の集計（Q19、Q19SQ）］
（1）総合計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 45 19.6% 34 15.9% 79 17.8%

住民自治組織が策定主体となって
いる 4� 1.7%

(8.9%) 4� 1.9%
(11.8%) 8� 1.8%

(10.1%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

17� 7.4%
(37.8%) 18� 8.4%

(52.9%) 35� 7.9%
(44.3%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

17� 7.4%
(37.8%) 8� 3.7%

(23.5%) 25� 5.6%
(31.6%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 5� 2.2%

(11.1%) 4� 1.9%
(11.8%) 9� 2.0%

(11.4%)

無回答 8� 3.5%
(17.8%) 2� 0.9%

(5.9%) 10� 2.3%
(12.7%)

地域別計画を策定していない 185 80.4% 180 84.1% 365 82.2%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

p227-262 資料編1_②.indd   245 2016/04/11   9:38:16

Copyright 2016 The Authors. Copyright 2016 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.



246

（2）都市計画マスタープランの地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 93 40.4% 92 43.0% 185 41.7%

住民自治組織が策定主体となって
いる 0� 0.0%

(0.0%) 2� 0.9%
(2.2%) 2� 0.5%

(1.1%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

34� 14.8%
(36.6%) 40� 18.7%

(43.5%) 74� 16.7%
(40.0%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

30� 13.0%
(32.3%) 29� 13.6%

(31.5%) 59� 13.3%
(31.9%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 21� 9.1%

(22.6%) 19� 8.9%
(20.7%) 40� 9.0%

(21.6%)

無回答 12� 5.2%
(12.9%) 11� 5.1%

(12.0%) 23� 5.2%
(12.4%)

地域別計画を策定していない 137 59.6% 122 57.0% 259 58.3%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

（3）都市計画法に規定される地区計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 65 28.3% 79 36.9% 144 32.4%

住民自治組織が策定主体となって
いる 7� 3.0%

(10.8%) 9� 4.2%
(11.4%) 16� 3.6%

(11.1%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

23� 10.0%
(35.4%) 37� 17.3%

(46.8%) 60� 13.5%
(41.7%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

9� 3.9%
(13.8%) 8� 3.7%

(10.1%) 17� 3.8%
(11.8%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 26� 11.3%

(40.0%) 24� 11.2%
(30.4%) 50� 11.3%

(34.7%)

無回答 5� 2.2%
(7.7%) 8� 3.7%

(10.1%) 13� 2.9%
(9.0%)

地域別計画を策定していない 165 71.7% 135 63.1% 300 67.6%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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（4）地域福祉計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 29 12.6% 24 11.2% 53 11.9%

住民自治組織が策定主体となって
いる 6� 2.6%

(20.7%) 5� 2.3%
(20.8%) 11� 2.5%

(20.8%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

6� 2.6%
(20.7%) 8� 3.7%

(33.3%) 14� 3.2%
(26.4%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

9� 3.9%
(31.0%) 7� 3.3%

(29.2%) 16� 3.6%
(30.2%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 4� 1.7%

(13.8%) 5� 2.3%
(20.8%) 9� 2.0%

(17.0%)

無回答 4� 1.7%
(13.8%) 3� 1.4%

(12.5%) 7� 1.6%
(13.2%)

地域別計画を策定していない 201 87.4% 190 88.8% 391 88.1%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

（5）高齢者福祉・介護に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 19 8.3% 12 5.6% 31 7.0%

住民自治組織が策定主体となって
いる 0� 0.0%

(0.0%) 0� 0.0%
(0.0%) 0� 0.0%

(0.0%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

3� 1.3%
(15.8%) 5� 2.3%

(41.7%) 8� 1.8%
(25.8%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

8� 3.5%
(42.1%) 5� 2.3%

(41.7%) 13� 2.9%
(41.9%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 6� 2.6%

(31.6%) 2� 0.9%
(16.7%) 8� 1.8%

(25.8%)

無回答 3� 1.3%
(15.8%) 2� 0.9%

(16.7%) 5� 1.1%
(16.1%)

地域別計画を策定していない 211 91.7% 202 94.4% 413 93.0%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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（6）児童福祉・子育て支援に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 18 7.8% 17 7.9% 35 7.9%

住民自治組織が策定主体となって
いる 0� 0.0%

(0.0%) 0� 0.0%
(0.0%) 0� 0.0%

(0.0%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

3� 1.3%
(16.7%) 4� 1.9%

(23.5%) 7� 1.6%
(20.0%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

6� 2.6%
(33.3%) 6� 2.8%

(35.3%) 12� 2.7%
(34.3%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 5� 2.2%

(27.8%) 6� 2.8%
(35.3%) 11� 2.5%

(31.4%)

無回答 5� 2.2%
(27.8%) 1� 0.5%

(5.9%) 6� 1.4%
(17.1%)

地域別計画を策定していない 212 92.2% 197 92.1% 409 92.1%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

（7）医療・保健に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 10 4.3% 11 5.1% 21 4.7%

住民自治組織が策定主体となって
いる 1� 0.4%

(10.0%) 0� 0.0%
(0.0%) 1� 0.2%

(4.8%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

3� 1.3%
(30.0%) 3� 1.4%

(27.3%) 6� 1.4%
(28.6%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

4� 1.7%
(40.0%) 3� 1.4%

(27.3%) 7� 1.6%
(33.3%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 1� 0.4%

(10.0%) 3� 1.4%
(27.3%) 4� 0.9%

(19.0%)

無回答 3� 1.3%
(30.0%) 1� 0.5%

(9.1%) 4� 0.9%
(19.0%)

地域別計画を策定していない 220 95.7% 203 94.9% 423 95.3%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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（8）スポーツ・文化に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 10 4.3% 7 3.3% 17 3.8%

住民自治組織が策定主体となって
いる 2� 0.9%

(20.0%) 1� 0.5%
(14.3%) 3� 0.7%

(17.6%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

2� 0.9%
(20.0%) 1� 0.5%

(14.3%) 3� 0.7%
(17.6%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

5� 2.2%
(50.0%) 2� 0.9%

(28.6%) 7� 1.6%
(41.2%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 1� 0.4%

(10.0%) 2� 0.9%
(28.6%) 3� 0.7%

(17.6%)

無回答 4� 1.7%
(40.0%) 1� 0.5%

(14.3%) 5� 1.1%
(29.4%)

地域別計画を策定していない 220 95.7% 207 96.7% 427 96.2%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

（9）教育に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 8 3.5% 5 2.3% 13 2.9%

住民自治組織が策定主体となって
いる 0� 0.0%

(0.0%) 0� 0.0%
(0.0%) 0� 0.0%

(0.0%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

4� 1.7%
(50.0%) 2� 0.9%

(40.0%) 6� 1.4%
(46.2%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

2� 0.9%
(25.0%) 1� 0.5%

(20.0%) 3� 0.7%
(23.1%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 2� 0.9%

(25.0%) 2� 0.9%
(40.0%) 4� 0.9%

(30.8%)

無回答 2� 0.9%
(25.0%) 0� 0.0%

(0.0%) 2� 0.5%
(15.4%)

地域別計画を策定していない 222 96.5% 209 97.7% 431 97.1%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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（10）道路・交通に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 19 8.3% 15 7.0% 34 7.7%

住民自治組織が策定主体となって
いる 0� 0.0%

(0.0%) 0� 0.0%
(0.0%) 0� 0.0%

(0.0%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

7� 3.0%
(36.8%) 7� 3.3%

(46.7%) 14� 3.2%
(41.2%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

5� 2.2%
(26.3%) 6� 2.8%

(40.0%) 11� 2.5%
(32.4%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 5� 2.2%

(26.3%) 4� 1.9%
(26.7%) 9� 2.0%

(26.5%)

無回答 4� 1.7%
(21.1%) 0� 0.0%

(0.0%) 4� 0.9%
(11.8%)

地域別計画を策定していない 211 91.7% 199 93.0% 410 92.3%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

（11）産業振興に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 7 3.0% 9 4.2% 16 3.6%

住民自治組織が策定主体となって
いる 0� 0.0%

(0.0%) 0� 0.0%
(0.0%) 0� 0.0%

(0.0%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

2� 0.9%
(28.6%) 1� 0.5%

(11.1%) 3� 0.7%
(18.8%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

3� 1.3%
(42.9%) 1� 0.5%

(11.1%) 4� 0.9%
(25.0%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 2� 0.9%

(28.6%) 5� 2.3%
(55.6%) 7� 1.6%

(43.8%)

無回答 2� 0.9%
(28.6%) 2� 0.9%

(22.2%) 4� 0.9%
(25.0%)

地域別計画を策定していない 223 97.0% 205 95.8% 428 96.4%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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（12）防災に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 23 10.0% 18 8.4% 41 9.2%

住民自治組織が策定主体となって
いる 3� 1.3%

(13.0%) 2� 0.9%
(11.1%) 5� 1.1%

(12.2%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

3� 1.3%
(13.0%) 6� 2.8%

(33.3%) 9� 2.0%
(22.0%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

4� 1.7%
(17.4%) 6� 2.8%

(33.3%) 10� 2.3%
(24.4%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 5� 2.2%

(21.7%) 2� 0.9%
(11.1%) 7� 1.6%

(17.1%)

無回答 9� 3.9%
(39.1%) 3� 1.4%

(16.7%) 12� 2.7%
(29.3%)

地域別計画を策定していない 207 90.0% 196 91.6% 403 90.8%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

（13）環境に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 22 9.6% 18 8.4% 40 9.0%

住民自治組織が策定主体となって
いる 1� 0.4%

(4.5%) 0� 0.0%
(0.0%) 1� 0.2%

(2.5%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

6� 2.6%
(27.3%) 4� 1.9%

(22.2%) 10� 2.3%
(25.0%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

7� 3.0%
(31.8%) 2� 0.9%

(11.1%) 9� 2.0%
(22.5%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 7� 3.0%

(31.8%) 6� 2.8%
(33.3%) 13� 2.9%

(32.5%)

無回答 6� 2.6%
(27.3%) 1� 0.5%

(5.6%) 7� 1.6%
(17.5%)

地域別計画を策定していない 208 90.4% 196 91.6% 404 91.0%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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（14）農林水産業に関する個別計画の地域別計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 23 10.0% 14 6.5% 37 8.3%

住民自治組織が策定主体となって
いる 5� 2.2%

(21.7%) 1� 0.5%
(7.1%) 6� 1.4%

(16.2%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

7� 3.0%
(30.4%) 3� 1.4%

(21.4%) 10� 2.3%
(27.0%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

3� 1.3%
(13.0%) 1� 0.5%

(7.1%) 4� 0.9%
(10.8%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 10� 4.3%

(43.5%) 8� 3.7%
(57.1%) 18� 4.1%

(48.6%)

無回答 4� 1.7%
(17.4%) 1� 0.5%

(7.1%) 5� 1.1%
(13.5%)

地域別計画を策定していない 207 90.0% 200 93.5% 407 91.7%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。

（15）当該地域の振興やコミュニティの活性化等に関する計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 41 17.8% 11 5.1% 52 11.7%

住民自治組織が策定主体となって
いる 20� 8.7%

(48.8%) 4� 1.9%
(36.4%) 24� 5.4%

(46.2%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

0� 0.0%
(0.0%) 2� 0.9%

(18.2%) 2� 0.5%
(3.8%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

7� 3.0%
(17.1%) 4� 1.9%

(36.4%) 11� 2.5%
(21.2%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 3� 1.3%

(7.3%) 2� 0.9%
(18.2%) 5� 1.1%

(9.6%)

無回答 8� 3.5%
(19.5%) 1� 0.5%

(9.1%) 9� 2.0%
(17.3%)

地域別計画を策定していない 189 82.2% 203 94.9% 392 88.3%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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（16）その他の計画

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
地域別計画を策定している 21 9.1% 12 5.6% 33 7.4%

住民自治組織が策定主体となって
いる 5� 2.2%

(23.8%) 1� 0.5%
(8.3%) 6� 1.4%

(18.2%)
策定主体ではないが、策定にあたっ
て住民自治組織に意見聴取を行っ
ている

7� 3.0%
(33.3%) 7� 3.3%

(58.3%) 14� 3.2%
(42.4%)

別に検討組織を設けているが、検
討組織に住民自治組織の代表者が
参加している

6� 2.6%
(28.6%) 5� 2.3%

(41.7%) 11� 2.5%
(33.3%)

住民自治組織は策定に関わってい
ない 5� 2.2%

(23.8%) 1� 0.5%
(8.3%) 6� 1.4%

(18.2%)

無回答 2� 0.9%
(9.5%) 1� 0.5%

(8.3%) 3� 0.7%
(9.1%)

地域別計画を策定していない 209 90.9% 202 94.4% 411 92.6%
※括弧中の数値は、地域計画を策定している自治体に占める割合。
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Q20　貴市では、協働事業提案制度を設けていますか。あてはまる
ものを一つお選びのうえ、設けている場合は、制度化した時期を下
欄にご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 設けている 81 35.2% 85 39.7% 166 37.4%
２ 設けていない 143 62.2% 124 57.9% 267 60.1%
無回答 6 2.6% 5 2.3% 11 2.5%

Q21　貴市では、地縁型住民自治組織や協議会型住民自治組織に対
して、業務委託を行っていますか。あてはまるものを一つお選びく
ださい。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 業務委託を行っている 122 53.0% 115 53.7% 237 53.4%
２ 業務委託を行っていない 102 44.3% 96 44.9% 198 44.6%
無回答 6 2.6% 3 1.4% 9 2.0%

SQ　貴市では、協働事業の提案数に変化がありますか。あては
まるものを一つお選びください。
注：�「平成の合併」を行っていない場合は 10 年前（2005 年 4 月 1日時点）、「平成

の合併」を行った場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）
からの変化についてご記入ください。なお、協働事業提案制度を 2005 年 4 月
1日以降（合併を行った場合は合併期日以降）に導入した場合は、導入時点から
の変化についてご記入ください。

選択肢
合併自治体（n=81） 非合併自治体

（n=85）
計

（n=166）
回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 提案数は増加傾向にある 13 16.0% 20 23.5% 33 19.9%
２ 提案数は減少傾向にある 23 28.4% 24 28.2% 47 28.3%
３ 提案数に特に変化はない 41 50.6% 36 42.4% 77 46.4%
無回答 4 4.9% 5 5.9% 9 5.4%
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SQ1　貴市では、地縁型住民自治組織や協議会型住民自治組織に対
して、どのような業務を委託していますか。あてはまるものをすべ
てお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=122）

非合併自治体
（n=115）

計
（n=237）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 行政からの連絡事項の伝達（広報誌
の回付等） 75 61.5% 72 62.6% 147 62.0%

２ 地域住民の要望等の取りまとめ 26 21.3% 23 20.0% 49 20.7%
３ 公共施設等の維持管理 74 60.7% 64 55.7% 138 58.2%
４ 生活道路、街路灯等の維持管理 26 21.3% 21 18.3% 47 19.8%
５ 地域の清掃、除草活動 41 33.6% 47 40.9% 88 37.1%

６ 古紙や資源ごみの回収、生ごみの堆
肥化等のリサイクル活動 28 23.0% 25 21.7% 53 22.4%

７ 地域の伝統芸能、伝統行事等の振興 8 6.6% 9 7.8% 17 7.2%
８ 市が実施する各種事業への参加・協力 34 27.9% 25 21.7% 59 24.9%
９ その他 22 18.0% 22 19.1% 44 18.6%

SQ2　貴市では、地縁型住民自治組織や協議会型住民自治組織
に対して委託している業務数に変化がありますか。あてはまる
ものを一つお選びください。
注：�「平成の合併」を行っていない場合は 10 年前（2005 年 4 月 1日時点）、「平成

の合併」を行った場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）
からの変化についてご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=122）

非合併自治体
（n=115）

計
（n=237）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 業務の数は増加傾向にある 27 22.1% 24 20.9% 51 21.5%
２ 業務の数は減少傾向にある 2 1.6% 1 0.9% 3 1.3%
３ 業務の数に特に変化はない 90 73.8% 89 77.4% 179 75.5%
無回答 3 2.5% 1 0.9% 4 1.7%
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Q22　貴市では、地縁型住民自治組織や協議会型住民自治組織
を、公の施設の指定管理者に指定していますか。あてはまるも
のを一つお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=122）

非合併自治体
（n=115）

計
（n=237）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 指定している 97 42.2% 76 35.5% 173 39.0%
２ 指定していない 128 55.7% 135 63.1% 263 59.2%
無回答 5 2.2% 3 1.4% 8 1.8%

Q23　貴市では、地縁型住民自治組織や協議会型住民自治組織
に対して、特定の事業に対する助成金等を設けていますか。あ
てはまるものを一つお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=122）

非合併自治体
（n=115）

計
（n=237）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 設けている 191 83.0% 187 87.4% 378 85.1%
２ 設けていない 36 15.7% 24 11.2% 60 13.5%
無回答 3 1.3% 3 1.4% 6 1.4%

SQ　貴市では、地縁型住民自治組織や協議会型住民自治組織の
公の施設の指定管理者への指定数に変化がありますか。あては
まるものを一つお選びください。
注：�「平成の合併」を行っていない場合は 10 年前（2005 年 4 月 1日時点）、「平成

の合併」を行った場合は合併時点（複数回合併を行った場合は最後の合併時点）
からの変化についてご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=122）

非合併自治体
（n=115）

計
（n=237）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 指定数は増加傾向にある 30 30.9% 16 21.1% 46 26.6%
２ 指定数は減少傾向にある 7 7.2% 1 1.3% 8 4.6%
３ 指定数に特に変化はない 60 61.9% 59 77.6% 119 68.8%
無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
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SQ1　貴市では、どのような事業に対して、助成金等を設けて
いますか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=122）

非合併自治体
（n=115）

計
（n=237）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 集会施設等の運営計画づくり 13 6.8% 15 8.0% 28 7.4%
２ 集会施設等の維持管理 135 70.7% 111 59.4% 246 65.1%
３ 生活道路、街路灯等の維持管理 112 58.6% 104 55.6% 216 57.1%
４ 地域の環境美化、清掃活動 114 59.7% 104 55.6% 218 57.7%
５ 環境保全・リサイクル活動 119 62.3% 115 61.5% 234 61.9%
６ 地域の防災活動 129 67.5% 128 68.4% 257 68.0%
７ 地域の防犯活動 92 48.2% 84 44.9% 176 46.6%
８ 高齢者福祉・介護に関する活動 77 40.3% 66 35.3% 143 37.8%
９ 児童福祉・子育て支援に関する活動 49 25.7% 46 24.6% 95 25.1%
10 学校教育支援に関する活動 27 14.1% 24 12.8% 51 13.5%

11 コミュニティバスの運行、送迎サービ
ス等の地域公共交通に関する活動 22 11.5% 15 8.0% 37 9.8%

12 盆踊り、お祭り等の親睦行事の開催 76 39.8% 66 35.3% 142 37.6%
13 スポーツ・レクリエーション活動 83 43.5% 72 38.5% 155 41.0%
14 芸術・文化活動 69 36.1% 50 26.7% 119 31.5%

15 住民相互の連絡（回覧板、会報の
回付等） 42 22.0% 40 21.4% 82 21.7%

16 行政機関・議会に対する要望、陳
情等 8 4.2% 3 1.6% 11 2.9%

17 行政からの連絡事項の伝達（広報
誌の回付等） 58 30.4% 50 26.7% 108 28.6%

18 地域内で活動する諸団体に対する
支援 31 16.2% 32 17.1% 63 16.7%

19 地域の公共的な活動に関する事業
公募 14 7.3% 18 9.6% 32 8.5%

20 その他 38 19.9% 42 22.5% 80 21.2%
（その他の主な内容）
・　地区コミュニティ計画に掲げる施策の推進に資する事業
・　まちづくりを担う人材育成に関する事業
・　集会施設等におけるAEDの設置
・　まちづくりに関する調査・研究に関する諸経費に対する助成金
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SQ2　貴市では、助成金等の担当部署をどのような場所に設置
していますか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=191）

非合併自治体
（n=187）

計
（n=378）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１ 本庁舎に、総合的な担当窓口を設
置している 87 45.5% 63 33.7% 150 39.7%

２「支所等」に、総合的な担当窓口を
設置している 28 14.7% 8 4.3% 36 9.5%

３「その他の地域機関」に、総合的な
担当窓口を設置している 8 4.2% 2 1.1% 10 2.6%

４
総合的な担当窓口は設置しておら
ず、事業に応じて個別に担当課が
対応している

109 57.1% 121 64.7% 230 60.8%

５ その他 4 2.1% 6 3.2% 10 2.6%

Q24　貴市では、地縁型住民自治組織や協議会型住民自治組織
に対して、使途を特定しない一括交付金を設けていますか。あ
てはまるものを一つお選びのうえ、設けている場合は、制度化
した時期を下欄にご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 設けている 95 41.3% 81 37.9% 176 39.6%
２ 設けていない 131 57.0% 130 60.7% 261 58.8%
無回答 4 1.7% 3 1.4% 7 1.6%
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SQ1　貴市では、地縁型住民自治組織と協議会型住民自治組織の
どちらを一括交付金の対象にしていますか。あてはまるものを一
つお選びのうえ、1団体あたりの平均額を下欄にご記入ください。

選択肢
合併自治体
（n=95）

非合併自治体
（n=81）

計
（n=176）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合

１
地縁型住民自治組織のみを対象にし
ている 30 31.6% 43 53.1% 73 41.5%

（1団体あたり平均額） (¥653,524) (¥387,931) (¥531,291)

２
協議会型住民自治組織のみを対象に
している 43 45.3% 25 30.9% 68 38.6%

（1団体あたり平均額） (¥3,270,316) (¥2,220,423) (¥2,787,127)

３
地縁型住民自治組織と協議会型住民
自治組織の両方を対象にしている 18 18.9% 8 9.9% 26 14.8%

（1団体あたり平均額） (¥887,731) (¥674,557) (¥789,623)
無回答 4 4.2% 5 6.2% 9 5.1%

SQ2　貴市では、一括交付金の担当部署をどのような場所に設
置していますか。あてはまるものをすべてお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=95）

非合併自治体
（n=81）

計
（n=176）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 本庁舎に担当窓口を設置している 89 93.7% 79 97.5% 168 95.5%
２「支所等」に担当窓口を設置している 21 22.1% 5 6.2% 26 14.8%

３「その他の地域機関」に担当窓口を
設置している 4 4.2% 1 1.2% 5 2.8%

４ その他 4 4.2% 3 3.7% 7 4.0%

Q25　貴市では、地域担当職員制度を導入していますか。あて
はまるものを一つお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 導入している 74 32.2% 66 30.8% 140 31.5%
２ 導入していない 154 67.0% 144 67.3% 298 67.1%
無回答 2 0.9% 4 1.9% 6 1.4%
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選択肢
合併自治体
（n=74）

非合併自治体
（n=66）

計
（n=140）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 本庁の担当部署 23 31.1% 25 37.9% 48 34.3%
２ 地域内の「支所等」の担当部署 26 35.1% 11 16.7% 37 26.4%

３ 地域内の「その他の地域機関」の担
当部署 3 4.1% 5 7.6% 8 5.7%

４ 担当地域の住民自治組織の活動拠点 2 2.7% 1 1.5% 3 2.1%
５ 決まった所属はない 25 33.8% 16 24.2% 41 29.3%
６ その他 11 14.9% 10 15.2% 21 15.0%

SQ　地域担当職員は、どのような部署に所属していますか。あ
てはまるものを一つお選びください。

選択肢
合併自治体
（n=230）

非合併自治体
（n=214）

計
（n=444）

回答数 割合 回答数 割合 回答数 割合
１ 活動拠点の提供 90 39.1% 70 32.7% 160 36.0%
２ 活動に必要な物品の提供 43 18.7% 64 29.9% 107 24.1%
３ 事務局運営の支援 110 47.8% 103 48.1% 213 48.0%

４ 住民自治組織が相互に交流する機会
の提供 79 34.3% 83 38.8% 162 36.5%

５ 人材の育成に対する支援 59 25.7% 49 22.9% 108 24.3%
６ その他 21 9.1% 25 11.7% 46 10.4%

Q26　貴市では、上記のほか、住民自治組織に対して、どのよ
うな支援を行っていますか。あてはまるものをすべてお選びの
うえ、支援を開始した時期を下欄にご記入ください。
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（自由記述の主な内容）
・　住民の地域への関心が希薄化している。
・　地域活動への参加者が少なく、担い手が不足しているため、地域活動への負担感が大きい。
・　�行政職員の中にも住民自治組織に対して充分な知識を持たせるような機会を充実させる必

要がある。
・　�少子高齢化や市民のライフスタイルの変化や地域コミュニティ意識の低下等が原因と思わ

れる未加入や脱退の問題が生じている。
・　�そもそも住民自治組織に対して市が示してきた将来像（目的・目標）や期待する内容が曖

昧な部分が多く、住民自治組織での混乱が生じ、活動の理解が浸透しておらず、いかに明
確でわかりやすい将来像等を示すか。

・　�地域での次世代リーダー（役員候補）が育たないため世代交代が進んでおらず、いかに人
材育成を支援していくか。

・　�後発の協議会型住民自治組織には活動拠点を無償提供しており、活動の進展に伴い事務所
機能を超えた活動拠点機能が求められる。いかに拠点の規模を決定し整備費用を捻出する
のか。

・　�協議会型住民自治組織に係る役員と地域担当職員はボランティアでの活動であるため専任
事務局員の人件費相当を交付しているが、活動の進展に伴い役員報酬の導入や専任事務局
員の人件費の増額要請にいかに応えるのか。

Q27　貴市において、住民自治組織の参加・協働を推進してい
くうえでの課題等がございましたら、下欄にご記入ください。（自
由記述）
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